
医療費が高額になったこんな時！！

～高額療養費について～

令和７年度第１回健康保険委員研修会
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２

１．高額療養費とは

高額療養費とは、同一月（１日から月末まで）にかかった医療費の自己負担額が高額

になった場合、一定の金額（自己負担限度額）を超えた分が、あとで払い戻される制度

です。月をまたいだ場合は月ごとに自己負担額を計算します。

（払い戻しを受けるにはそれぞれの月の分の申請が必要です。）

【高額療養費による払い戻しのイメージ】

窓口での負担額２割～３割（自己負担額）

総医療費（１０割）

自己負担限度額
高額療養費
（払い戻し）

療養の給付
（総医療費の７割～８割）



３

１．高額療養費とは

例）令和７年４月診療 A病院 入院 総医療費１，０００，０００円

受診者の窓口負担３割 所得区分：ウ

協会けんぽ負担

７割
７００，０００円

協会けんぽから

医療機関等へ支払い
協会けんぽから

医療機関等へ

支払い

窓口負担（３割）
３００，０００円

高額療養費 ２１２，５７０円
協会けんぽからお客様へ

払い戻し※２

自己負担限度額 ８７，４３０円※１

マイナ保険証または限度額適用
認定証を使ったとき※３

マイナ保険証等を利用でき
なかったとき

※３）マイナ保険証や限度額適用認定証を医療機関等に提示することで、窓口負担が自己負担限度額までになります。

※１）所得区分「ウ」の自己負担限度額の計算方法：（総医療費－２６７，０００円）×１％＋８０，１００円

８７，４３０円＝（１，０００，０００円－２６７，０００円）×１％＋８０，１００円

※２）払い戻しには診療月から３ヵ月以上かかります。

窓口負担



４

２．限度額適用認定証について

高額な窓口負担が発生する場合には、事前に申請して交付された「限度額適用認定証」を医

療機関等窓口へ提示※することで、医療機関ごと（１ヵ月単位）の窓口負担が自己負担限度額ま

でとなります。

※マイナ保険証（マイナンバーカードを保険証利用登録したもの）を利用することで、自己負担

限度額までの支払いとなるため、限度額適用認定申請書の申請は必要ありません。

（被保険者の市区町村民税が非課税の方等は、マイナ保険証を利用していても「限度額適用・

標準負担額減額認定証」の申請が必要です。）

限度額適用認定証の申請から利用の流れ

限度額適用認定申請書
を提出

限度額適用認定証
を交付

限度額適用認定証を
医療機関等に提示

次の場合は高額療養費支給申請書の申請が必要です。

①１ヵ月に２か所以上の医療機関等に通院・入院して高額負担となった場合

②高額療養費の多数回該当となり４ヵ月目から自己負担額が軽減される場合でも、当該認定証の

提示で、軽減前の自己負担限度額が適用された場合

！



５

３．マイナンバーカードの保険証利用登録

マイナンバーカード

での手続き

※マイナポータルとは・・・
政府が運営するオンライン
サービスです。
パソコンやスマートフォンから
ログインが可能で、各種行政
手続きの申請や、所得・税等
の情報を確認することができ
ます。

マイナンバーカードの保険証利用登録はここでできます

医療機関・薬局の顔認証付きカード

リーダーから登録できます。
必要なものはマイナンバーカードのみ！

❶マイナンバーカード

❷マイナンバーカード読取対応のスマホ

❸アプリ「マイナポータル」のインストール

以下の３つを準備

健康保険証

利用の申込み

「マイナポータル」を起動する。

「申し込む」をタップする。

利用規約等に同意する。

マイナンバーカードを読み取る。

スマホから簡単に登録できます。

STEP１

STEP２

STEP３

STEP４

！
協会けんぽにて、マイナンバーの登録が完了していないと保険証利用登録は完了しませんので、
ご注意ください。

◆厚生労働省HP掲載資料一部加工

正常に完了した場合 データ登録に時間を
要している場合 ATM画面



６

４．自己負担限度額（払い戻しの基準額）について

【７０歳未満の方の自己負担限度額（表Ⅰ）】

高額療養費による払い戻しの基準となる自己負担限度額は年齢や被保険者の所得区分によって変わります。

被保険者の所得区分 自己負担限度額

ア

標
準
報
酬
月
額

８３万円以上
２５２，６００円+（総医療費 －８４２，０００円）×１％
（１４０，１００円）

イ ５３万～７９万円
１６７，４００円+（総医療費－５５８，０００円）×１％
（９３，０００円）

ウ ２８万～５０万円
８０，１００円+（総医療費－２６７，０００円）×１％
（４４，４００円）

エ ２６万円以下 ５７，６００円（４４，４００円）

オ 低所得者 ３５，４００円（２４，６００円）

（）内は多数回該当の場合の金額

※１総医療費は窓口負担額ではなく、医療費１０割分の金額です。

※２被保険者が住民税の非課税者で、かつ、被保険者の所得区分が「ア」、「イ」に該当しない方

※1

※２



７

４．自己負担限度額（払い戻しの基準額）について

【７０歳以上７５歳未満の方の自己負担限度額（表Ⅱ）】

被保険者の所得区分
自己負担限度額

個人ごと（通院） 世帯ごと（入院を含む）

現
役
並
み
所
得
者

標
準
報
酬
月
額

８３万円以上
２５２，６００円+（総医療費 －８４２，０００円）×１％
（１４０，１００円）

５３万～７９万円
１６７，４００円+（総医療費－５５８，０００円）×１％
（９３，０００円）

２８万～５０万円
８０，１００円+（総医療費－２６７，０００円）×１％
（４４，４００円）

一般（標準報酬月額２６万
円以下）

１８，０００円
（年間上限１４．４万円）

５７，６００円
（４４，４００円）

低所得者Ⅱ

８，０００円

２４，６００円

低所得者Ⅰ １５，０００円

（）内は多数回該当の場合の金額

※２ 被保険者が住民税の非課税者で、かつ、被保険者の所得区分が「現役並み所得者」に該当しない方

※３ 被保険者とその扶養家族すべての方の収入から必要経費・控除額を除いた後の所得がなく、かつ、被保険者の所得区分が「現役並み所得者」に該当しない方

※１ 総医療費は窓口負担額ではなく、医療費１０割分の金額です。

※1

※２

※３



８

５．高額療養費の対象となる自己負担額

（１）高額療養費の対象となる自己負担額・対象とならない自己負担額

対象となる自己負担額 対象とならない自己負担額

・療養の給付の一部負担金

・療養費の自己負担額相当額

・保険外併用療養費の自己負担額相当額

・訪問看護療養費の基本利用料

・入院時食事療養費標準負担額

・入院時生活療養費標準負担額

・保険外併用療養費に係る自費負担分

・訪問看護に係る保険外利用料

（２）自己負担額の計算方法

①受診月（１日から末日まで）ごと

②受診者ごと

③医療機関ごと

④医科・歯科ごと

⑤入院・通院※ごと

注）健康保険が適用された診療が対象となります。食事代や差額ベッド代等は対象外です。

※通院にかかる院外調剤分は通院分に合計
しますが、医療機関受診日と薬局での調剤日
の月が異なる場合には分けて計算

７０歳未満の方

複数の医療機関での診療分、
同一世帯の他の受診者分を合計する場合の計算

７０歳から７４歳の方

５つに区分け
して合計 ２１，０００円以上の自己負担額のみを合計

金額を問わずすべての自己負担額を合計



９

６．高額療養費の計算方法

被保険者（４０歳・標準報酬月額２６万円）

自己負担額

７月 A病院 入院：９０，０００円

７月 A病院 通院（医科）：４，０００円、５，０００円

７月 B病院 通院（医科）：１５，０００円

被扶養者（３２歳）

自己負担額

７月 C病院 通院（医科）：３，０００円、３，０００円、

３，０００円、３，０００円

７月 D薬局 調剤費：７，０００円、５，０００円

（C病院処方分）

【対象となる自己負担額】

被保険者
A病院 入院：９０，０００円 ≧ ２１，０００円 → 対象・・・①
A病院 通院（医科）：４，０００円+５，０００円 ＝９，０００円 ≦ ２１，０００円 → 対象外
B病院 通院：１５，０００円 ≦ ２１，０００円 → 対象外

被扶養者
C病院 通院（医科）：３，０００円×４回+７，０００円+５，０００円＝２４，０００円 ≧ ２１，０００円
（+D薬局調剤費） → 対象・・・②

対象となる自己負担額： ① + ② ＝ １１４，０００円 ・・・③

【ケース：７０歳未満の方の世帯】

自己負担限度額 ５７，６００円 ・・・④
（標準報酬月額２６万のため、６ページ表中の区分「エ」に該当）

高額療養費による支給額： ③ － ④ ＝ ５６，４００円

【高額療養費による支給額】
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７．多数回該当について

＜標準報酬月額２８万～５０万円の場合＞

高額療養費の申請月以前の直近１年間に、同一世帯で高額療養費の支給を受けた月数の合計

が３ヵ月以上ある場合、４ヵ月目からは自己負担限度額が軽減されます。

多数回該当前の自己負担限度額

８０，１００円+

（総医療費－２６７，０００円）

×１％

４４，４００円

多数回該当の

自己負担限度額

１
ヵ
月
目

２
ヵ
月
目

３
ヵ
月
目

支
給
４
ヵ
月
目

か
ら
軽
減

１２ヵ月間
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８．年間の高額療養費について

７０歳以上７５歳未満の加入者の方で、被保険者の所得区分が一般（２割負担）や低所得の方につ

いては、１年間（前年８月１日～７月３１日）の通院の自己負担額の合計額に年間１４万４千円の上

限が設けられています。

基準日（毎年７月３１日）時点の所得区分が一般または低所得に該当する場合は、計算期間（前年

８月１日～７月３１日）のうち、一般または低所得区分であった月の通院療養の自己負担額の合計が

１４万４千円を超えた額が「年間の高額療養費」として払い戻されます。

なお、年間の高額療養費は個人ごとに通院療養の自己負担額が年間上限を超えた分が支給され

ます。被保険者と被扶養者の自己負担額は合算されません。
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９．高額療養費に関する注意点等

Q１：月をまたいで入院して医療費が高額になったが、それぞれの月の自己負担額を

合計して申請できるか？

（１）よくあるお問い合わせ

Q２：保険外（自費）での診療や入院時の食事代や差額ベッド代を含めて申請できるか？

A１：診療月毎（１日～末日）に高額療養費の払い戻しを受けられるか審査します。

それぞれの月の自己負担額を合計しての申請はできません。

A２：予防注射や美容を目的とする整形手術など健康保険が使えない保険外（自費）

での診療や食事代、差額ベッド代は申請できません。



１３

９．高額療養費に関する注意点等

（２）特にご注意いただきたいこと

①医療機関等での自己負担額について

マイナ保険証を利用するか限度額適用認定証を医療機関等に提示している場合は、すで

に自己負担額が自己負担限度額までとなっているため、高額療養費の申請は必要ありませ

ん。申請前に領収書記載の負担額のご確認をお願いします。

保険 保険（食事・生活） 保険外負担

合計 1,000,000円 円 円

負担額 300,000円 円 円

領収額
合計 円

自己負担限度額までの自己負担額となっていない場合には、領収書記載（赤枠内）の負担額が

合計額の３割（２割）の金額になっています。

【領収書掲載箇所のイメージ（医療機関等により異なります）】



１４

９．高額療養費に関する注意点等

②申請書の作成について

【申請書（１ページ目）】
複数月の診療分を同時に申請する場合には、１ページ目、２ペー

ジ目ともに月ごとに一部ずつ作成してください。記入内容が同一

でも申請書１ページ目の記入の省略はできません。

資格情報のお知らせ

記号 12345678 番号 1234567 枝番 00

ｷｮｳｶｲ ﾀﾛｳ
氏名 協会 太郎
生年月日 平成元年10月1日
資格取得年月日 令和2年1月1日
保険者番号 12345678

保険者名称 全国健康保険協会〇〇支部

資格情報のお知らせ等に

記載されている記号と番号を

ご記入ください。枝番の記入

は必要ありません。

家族（被扶養者）が受診した場合でも、被保険者の氏名をご記入

ください。

被保険者名義の口座情報をご記入ください。

記号・番号を記入した場合は記入の必要はありません。



非課税等に☑した場合、マイナンバーを利用した情報照会を行うため、郵便

番号をご記入ください。診療年月によって、ご記入いただく郵便番号が異な

る場合があります。

例）

令和５年８月～令和６年７月診療分：令和５年１月１日時点の住民票住所の郵便番号

令和６年８月～令和７年７月診療分：令和６年１月１日時点の住民票住所の郵便番号

（マイナンバーを利用した情報照会を希望しない場合は郵便番号の記入は必要ありま

せん。その場合には、希望しないに☑をし、非課税証明書を添付してください。）

１５

９．高額療養費に関する注意点等
【申請書（２ページ目）】

月（１日から末日）を単位としてご記入ください。月をまたいだり、複数月を記

入しての申請はできません。申請書は月ごとに一部ずつ作成してください。

受診者ごとに医療機関・薬局別にご記入ください。

なお、支払い額は医療機関等で支払った額のうち、保険診療分の金額（差

額ベッド代などの保険外負担額や入院時の食事負担額などを除いた額）を

ご記入ください。


